
Ⅰ．母子の健康づくり支援

相談や各種事業の充実を図ります。

（関連施策：乳幼児家庭全戸訪問事業／養育支援訪問事業／安全な妊娠・出産のための知識の普及）

事業名 担当課 成果・課題 自己
評価 今後の方向性 評価

不妊治療給付事業 健康児童課

○給付状況（給付内容別の給付
件数、給付額）
・一般不妊治療　6件、104千円
・男性不妊　0件、0千円
・不育治療　0件、0千円

○必要とする方に適切に情報提
供できるよう、国・府制度の最新
情報等をHPや「子育て支援のし
おり」等で周知を図った。

B
周知を図りながら、
今後も継続して実
施する。

今後も継続して実施する。

ハッピーマタニティ
支援事業

健康児童課

妊婦の健康管理の充実及び経済的負担の軽
減を図るため、妊婦健康診査に必要な費用
を助成し、安心して妊娠・出産ができる環境を
確保する。

検査内容：基本健診（問診、診察等）、血液検
査、免疫検査、子宮頸がん検査、Ｂ群溶血性
レンサ球菌検査、ＨＩＶ抗体価検査、超音波検
査、ＨＴＬＶ－１抗体検査、性器クラミジア検査

令和元年度　地域子ども・子育て支援にかかる施策の展開　　関連主要事業評価

事業内容

基本目標１　安心してこどもを産み育てることができる環境づくり

　子どもを安心して産み育てられるよう、母子の健康保持・増進、疾病の予防や早期発見に対する体制を整備するとともに、子育てや子どもの心身の健康に関する

子を希望しながらも恵まれないため、不妊治
療等を受けている夫婦等に対して、その治療
に要する費用の一部を助成する。（一般不妊
治療、男性不妊治療、不育治療）

自己評価　Ａ：十分な取り組みと評価が認められる。
　　　　　　　Ｂ：概ね成果を認めることができる。
　　　　　　　Ｃ：取組みは認められるが、より成果を上げるための見直しが必要。
　　　　　　　Ｄ：取組みが不十分で成果が認められない。

地域子ども・子育

て支援事業

≪妊婦健診事業≫
地域子ども・子育て支援偉業の１３事業として

進捗状況の点検・評価済み
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自己評価　Ａ：十分な取り組みと評価が認められる。
　　　　　　　Ｂ：概ね成果を認めることができる。
　　　　　　　Ｃ：取組みは認められるが、より成果を上げるための見直しが必要。
　　　　　　　Ｄ：取組みが不十分で成果が認められない。

事業名 担当課 成果・課題 自己
評価 今後の方向性 評価

母子保健事業 健康児童課

○母子健康手帳の交付時より
保健師が妊婦と面談し、出産
までの間に課題のある妊婦に
対しては訪問等を実施し、継
続的なフォローを実施してい
る。
○出産後の養育環境や母親
の精神状態など、新生児訪問
や各種健診等を通じて把握
し、保健師や助産師の訪問に
より専門的・継続的な支援を
行っている。
○各種健診において児童を丁
寧に観察し、発達の課題の早
期発見に努め、必要な母子に
療育教室や、ペアレントトレー
ニング等につないでいる。
○妊娠から子育て期までの途
切れない支援のため、人材の
育成・支援体制の強化が課題
となっている。

A

母子の心身にわた
る健康保持増進を
図るため、今後も継
続して実施する。

今後も継続して実施する。

各種予防接種等対
策事業

健康児童課

○BCGは年６回集団接種を実
施。未接種者には、接種勧奨
の連絡をした。
○新生児訪問時や年度当
初、誕生日の月末に郵送にて
必要な予防接種の予診票を
対象者に手渡し・送付し、接
種勧奨を行った。
〇転入者や予診票を紛失した
方には、窓口にて母子手帳を
確認し、予診票の再交付を
行った。
○乳幼児健診時に対象者の
母子手帳を確認し、予防接種
の接種確認や接種スケジュー
ルの助言を随時行った。

B
子どもの疾病予防
を図るため、今後も
継続して実施する。

今後も継続して実施する。

事業内容

様々な感染症等を予防するため各年代に応
じ、必要とされる予防接種等を実施
ＢＣＧ/４種混合/不活化ポリオ/二種混合/麻
疹・風疹混合/日本脳炎/水痘/ヒブ/小児肺
炎球菌/子宮頸がんワクチン/三種混合/Ｂ型
肝炎

妊産婦と新生児、乳幼児とその保護者、健診
後の要フォロー児とその保護者等を対象に、
健康の保持増進と妊娠・出産・育児への不安
解消を図るため、保健指導や健康診査等を
実施する。

①母子健康手帳の交付・保健師の面接
②ハイリスク妊婦への訪問相談
③新生児訪問（こんにちは赤ちゃん事業）
④養育訪問
⑤乳児健康診査          年６回
⑥乳児後期健康相談    年４回
⑦幼児健康診査          年４回
⑧２歳児歯科健診        年３回
⑨３歳児健康診査        年４回
⑩乳幼児健康相談       月１回＋随時
⑪発達相談                月２回
⑫歯科検診（幼児健康診査、三歳児健康診
査で同時実施）
⑬離乳食教室             年６回
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自己評価　Ａ：十分な取り組みと評価が認められる。
　　　　　　　Ｂ：概ね成果を認めることができる。
　　　　　　　Ｃ：取組みは認められるが、より成果を上げるための見直しが必要。
　　　　　　　Ｄ：取組みが不十分で成果が認められない。

Ⅱ．適切な育児情報の提供・相談体制の充実

事業名 担当課 成果・課題 自己
評価 今後の方向性 評価

授乳育児相談事業 健康児童課

個別：２８件　集団：４２件

○授乳に関する悩みだけでな
く、児の体重増加について等
の相談、母の生活習慣につい
ての相談等幅広い相談に助
産師が応じるとともに、正しい
知識に基づいた啓発を行っ
た。
○相談者から、授乳のトラブ
ルが解消した、育児の不安が
解消した等の感想が聞かれ、
好評を得ている。

B

母子の心身にわた
る健康保持増進を
図るため、今後も継
続して実施する。

今後も継続して実施する。

子育てサービス利
用支援事業

地域子育て
支援センター
（健康児童
課）

家庭支援カウンセ
リング事業

地域子育て
支援センター
（健康児童
課）

<件数＞
４月　　１件
７月　　１件
８月　　１件
１１月　１件
１２月　１件
　２月　２件　　合計７件
＜課題＞
相談の件数としては多くはな
い。しかし多ければ良いという
ものではなくセーフティネットと
しての機会があるということが
重要である。必要な人を逃さ
ずセンター職員がつなぐこと、
関係者が共有するということ
を更に強化していくことが課題
である。

B

臨床心理士による
カウンセリング後、
内容や状況に応じ
て保健センターや
保育所につないだ。
また職員の「話を聞
く力」のスキルアッ
プの機会として、臨
床心理士からスキ
ルを学んだり助言を
得たりする機会にで
きた。
「利用者支援事業」
に統合

今後も継続して実施する。

子ども・子育て支援新制度における地域子ど
も・子育て支援事業に位置付けられた利用者
支援事業として実施するもので、専任職員を
配置して、子ども・子育てに係る幅広い情報
収集や提供を行い、教育・保育施設等の利
用にあたっての助言、利用支援を行う。また、
地域子育て支援センター事業と連携し、関係
機関との連絡・調整や地域の子育て資源の
育成など、一体的に運営し、子育て家庭支援
の機能強化を図る。

○妊娠・出産・育児など子育てに関わる各時
期での各種子育てサービスの情報を掲載し
た「子育て情報誌」を内容更新し、今年度も発
行

＜地域子ども・子育て支援事業＞
（地域子育て支援センター事業）
専門家による育児不安の相談や指導を実
施。

事業内容

「母子の健康づくり支援」と連動して、情報提供・相談体制の充実を図ります。

出産直後から始まる授乳は昼夜問わず一日
に何度も必要であり、様々なトラブルが起こり
やすいことから、授乳育児について悩みを抱
えたり負担に感じる母が多い。そこで、マタニ
ティブルーの防止や乳幼児と保護者の健康
増進を目的として、助産師による授乳育児相
談を実施する。
個別：月に１度（予約制）
集団：乳児健診にて実施（計６回）

地域子ども・子育

て支援事業

≪利用者支援事業≫

地域子ども・子育て支援事業の１３事業として

進捗状況の点検・評価済み
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自己評価　Ａ：十分な取り組みと評価が認められる。
　　　　　　　Ｂ：概ね成果を認めることができる。
　　　　　　　Ｃ：取組みは認められるが、より成果を上げるための見直しが必要。
　　　　　　　Ｄ：取組みが不十分で成果が認められない。

Ⅲ．食育や思春期保健対策の推進

（関連施策：食育推進による健全な発達支援／思春期保健の充実による母性の保護）

事業名 担当課 成果・課題 自己
評価 今後の方向性 評価

学校給食に対する理解を深め、学校、家庭、
地域が連携して子どもの食育を推進するた
め、特産品であるお茶を使った献立「茶ッピー
ランチ」の参観日給食での提供や試食会開
催をはじめ、調理員と児童が一緒に給食を食
べるなど、多くの方が学校給食にふれあえる
機会を設け、学校給食のレシピ集を作成す
る。
 
○参観日「茶ッピーランチ」の提供
　まちのマスコット「茶ッピー」にちなんだ、特
産品であるお茶を使用した「茶ッピーランチ」
を参観日の給食に提供。祖父母参観や１年
生保護者給食試食会に提供。

○「茶ッピーランチ」試食会の開催
　「茶ッピーランチ」試食会を栄養教諭による
食育指導も併せて共同調理場で開催。
開催月：５月、１０月（各月１０名）

○職員と児童のふれあい給食の実施
　調理員が学校へ出向き、児童と一緒に給食
を食べる「ふれあい給食」を実施。

事業内容

　子どもの発育にとって大きな影響を及ぼす「食」の大切さを周知し、子どもから大人への転換期である思春期の子どもたちの心と身体の健康を維持するために、地域

社会とのつながりや、食を通した教育を充実させ、心身ともに生涯にわたって健やかな生活を送っていくための基盤づくりに努めます。

学校教育課 今後も継続して実施する。

○お茶を使ったメニューで「給
食は美味しい」と保護者や祖
父母に好評を得ており、調理
職員と児童の「ふれあい給
食」も互いの顔が見える事業
であり良い効果がある。

○住民向けに「茶ッピーランチ
試食会」を実施し、学齢期の
児童がいない家庭にも学校給
食に対し親しみをもってもらっ
ている。（5月：4名、10月：16
名）

A

学校給食に対する
理解を深めるため、
今後も継続して実
施する。

みんなで食べよ
う！ふれあい給食
開催事業
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自己評価　Ａ：十分な取り組みと評価が認められる。
　　　　　　　Ｂ：概ね成果を認めることができる。
　　　　　　　Ｃ：取組みは認められるが、より成果を上げるための見直しが必要。
　　　　　　　Ｄ：取組みが不十分で成果が認められない。

事業名 担当課 成果・課題 自己
評価 今後の方向性 評価

「うじたわらの日」
学校給食推進事業

学校教育課

〇平成２７年度から「うじたわ
らの日」を年３回設定し、宇治
田原ならではの献立を提供
し、好評を得ている。

◯主な町内産農産物の使用
量
　・水菜…480kg/年
　・椎茸…  50kg/年

A

児童生徒が郷土に
対する知見を拡げ、
また食材生産者の
生産意欲の維持向
上にも資する事業と
して今後も継続して
実施する。

今後も継続して実施する。

宇治田原産の特産物を学校給食に使用する
ことにより、子どもたちや保護者、地域住民の
地産地消に対する理解促進を図り、地元農
産物の信頼向上と需要拡大を図る。
 
○本町における行事や記念となるべき日を
「うじたわらの日」と位置づけ、宇治田原産ま
たは、町内業者から仕入れた京都府産の食
材を使用した学校給食の提供を行う。
 
○宇治田原を代表する「永谷宗円の命日」
や「田原祭」、「町制施行の日」など一年
を通して宇治田原に深く関わる行事や記
念日に、宇治田原産を中心とした献立を
提供し、「ふるさと  宇治田原」を子どもた
ちに味わってもらうとともに、地元の生産
者等を招き、子どもたちと一緒に給食を
通じた交流を図る。
 
〈対象者〉
　町内２小学校、１中学校
　町内私立幼稚園

事業内容
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自己評価　Ａ：十分な取り組みと評価が認められる。
　　　　　　　Ｂ：概ね成果を認めることができる。
　　　　　　　Ｃ：取組みは認められるが、より成果を上げるための見直しが必要。
　　　　　　　Ｄ：取組みが不十分で成果が認められない。

Ⅳ．子育て世帯の経済的負担の軽減

（関連施策：児童手当の支給／修学旅行援助等各種教育費助成事業）

事業名 担当課 成果・課題 自己
評価 今後の方向性 評価

多子家庭応援保育
料軽減事業

健康児童課 A

幼児教育・保育無
償化制度、従来か
らの多子家庭保育
料軽減施策を引き
続き実施する中で、
多子世帯の経済的
負担軽減に向けた
取組を進める。

今後も継続して実施する。

●（府制度：補助率1/2）
・出生～満３歳になる月の末日
　入院・外来：一部負担 200 円/月（１医療機
関）
・満３歳になる月の翌月～中学校修了
　入院：一部負担 200 円/月（１医療機関）
　外来：一部負担 1,500 円/月（１医療機関）
※令和元年９月受診分から京都府制度拡充
に伴い、外来の上限一部負担額が「3,000円」
から「1,500円」に引き下げられた。
　
●（町制度）
・満３歳になる月の翌月～中学校修了
　外来：一部負担 200 円/月（１医療機関）

子育て支援医療費
支給事業

中学校修了までの子どもの保護者に対する
医療費の助成。外来・入院とも、医療保険各
法の規定により医療を受けた場合の医療機
関に支払う額から、一部負担 200 円/月（１医
療機関）を控除した額を助成。

介護医療課

子育て家庭への経
済的負担の軽減を
図るため、住基担
当課と連携し出生・
転入時において制
度の周知を図り、申
請漏れのないよう
に努めており、引き
続き制度の周知に
努めていく。
今後も継続して実
施する。

事業内容

　　教育費など子育て世帯の子育てに係る経済的負担は増大し、子育て中の保護者にとって精神的・身体的負担にもつながります。安心して子どもを産み育てられる

よう、教育・保育・医療を通して各家庭への経済的支援を図ります。

今後も継続して実施する。

平成２６年度から実施している第３子以降無
料制度に加え、国では第２子においても所得
制限額以内の所得であれば無料とする補助
制度を開始。また、ひとり親世帯等において
も一定の所得制限額以内の世帯を対象に保
育料の軽減を拡充。
 令和元年10月からは幼児教育・保育無償化
制度が開始され子育て世帯における負担軽
減が拡充。

B

令和元年10月から幼児教育・
保育無償化が開始し、3-5歳児
の保育料が無償化となった。
0-2歳児75名中、国・府の多子
軽減等により46名の保育料が
減免されたが、対象から外れる
「第1子が小学生」などの多子
家庭に対しても町の制度として
8名の保育料を減免するなど、
更なる経済的負担軽減を図る
ことができた。

 
○府制度に上乗せして町制
度として満３歳以上の子ども
の医療費を助成。
○出生・転入等新規資格取得
者は、戸籍住民係と連携し、
漏れなく事業対象とし、保護
者の経済負担を軽減し、一定
の成果を得ている。
○事業実施により受診機会が
増加することで住民の健康不
安解消が叶う反面、町の財政
負担の増加が課題。

（単位：円）
平成30年度 令和元年度

 予算額 23,380,000 23,469,000
 決算額 23,379,210 23,468,273

 府制度分 11,797,328
 町制度分 11,581,882

 府補助金 6,212,000 7,437,000
 町負担金 17,167,210 16,031,273
※各項目とも扶助費（医療費に係る分）のみ計上
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自己評価　Ａ：十分な取り組みと評価が認められる。
　　　　　　　Ｂ：概ね成果を認めることができる。
　　　　　　　Ｃ：取組みは認められるが、より成果を上げるための見直しが必要。
　　　　　　　Ｄ：取組みが不十分で成果が認められない。

事業名 担当課 成果・課題 自己
評価 今後の方向性 評価

育児用品購入助成
事業

健康児童課

○R1年度助成対象児童数：
52名
　⇒内、助成申請者数：52名
　　　（助成率：100％）
○R1年度助成額：1,039千円
　申請期限を明記した領収書
（レシート）袋の配布や、申請
期限前の電話による個別案
内により、対象者全員が申請
され、助成金の支給を受けら
れている。

A

助成金額について
は、概ね現行の２万
円で充足できてい
ると考える。今後必
要に応じて内容の
見直しを図る。

今後も継続して実施する。

高校生通学費補助
金

学校教育課

〔補助件数〕
元年度分
222名　30,148,500円
29～30年度分
31名　1,891,000円
〔補助率ごとの割合〕
※元年度のみ（　）は30年度
①全額補助
（定期有・税額211,200円以下）
　57.3％（50.0％）
②2/3補助
（定期有・税額211,200円超）
　26.5％（28.3％）
③1/3補助
（定期無）
　16.2％（21.7％）
定期券を購入していない場合、8
月は日割りで、また、卒業年次の
3月は対象外とすることで、過剰な
補助とならないよう配慮している。
毎学期の申請受付や定期券の購
入者が増えるなど保護者に事業
が浸透しているとみられる。

B

補助事業として浸透し
ており、定期券購入者
の割合並びに全額補
助該当者が増えたこと
から、今後において事
業を持続するために
見直しを行う。

【見直し内容】
◯定期券購入の場合
・町民税所得割が非
課税の世帯
→定期券相当額を補
助
・町民税所得割が課
税されている世帯
→定期券相当額の
1/2を補助
◯上記以外の場合
定期券相当額の1/4を
補助
【見直し時期】
令和2年8月以降分の
通学費

見直しに至った原因、経過について
の説明が不足しているように見受け
られる。
今後において見直しを行う際には、
より丁寧な対応が必要。

乳児の子育てに係る保護者の経済的負担を
軽減し、安心して子育てができる環境づくりを
推進することを目的として、町内に住所を有
する満１歳未満の乳児を養育している者を対
象に、育児に必要な用品の購入に要する費
用の一部を助成する。
・町内で購入した育児用品の購入費用に対
し、乳児１人につき上限20,000円（内、10,000
円を上限として町外での購入も可）を助成す
る。
・児童が満１歳に達する日までに購入した育
児用品の購入費用を対象とする。

事業内容

 
高校等に通学する生徒の保護者（中学校卒
業後３年間） を対象に、保護者の経済的負担
の軽減を図るため、高校等（専修学校及び各
種学校）の通学に係る費用の一部の補助を
行う。
○通学定期券購入の場合
・町民税所得割額の世帯合計が211,200円以
下の保護者において、学期定期購入額を該
当月数で割り戻して算出した月額を補助
・町民税所得割額の世帯合計額が211,200円
を超える保護者世帯においては、上記で算出
した月額に2/3を乗じた額を補助
○上記以外の場合
学期定期購入額を該当月数で割り戻して算
出した月額に1/3を乗じた額を補助

【拡充】

平成29年度より、初乗り運賃分の控除を

なくした他、学期ごとの申請受付を可とし

たことで、利用者の負担軽減を図っている。

【拡充】

平成29年度より、初乗り運賃分の控除を

なくした他、学期ごとの申請受付を可とし

たことで、利用者の負担軽減を図っている。
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自己評価　Ａ：十分な取り組みと評価が認められる。
　　　　　　　Ｂ：概ね成果を認めることができる。
　　　　　　　Ｃ：取組みは認められるが、より成果を上げるための見直しが必要。
　　　　　　　Ｄ：取組みが不十分で成果が認められない。

事業名 担当課 成果・課題 自己
評価 今後の方向性 評価

就学援助・奨励事
業

学校教育課

平成29年度よりクラブ活動
費、生徒会費、ＰＴＡ会費につ
いても補助対象とし、また、平
成30年度新入学生分から、新
入学児童・生徒学用品費につ
いて、従来の入学後支給か
ら、入学前に支給できるよう規
則を改正し、保護者負担の軽
減を図っている。

Ｂ

補助内容は他市町
村と比較しても見劣
りしないことから、
現状を保ちつつ他
市町村の動向を見
極める。

今後も継続して実施する。

事業内容

今後も継続して実
施する。
町単独事業につい
ては、状況を見極
め、幼稚園教育の
振興に効果的な手
段で補助を行う。

今後も継続して実施する。
幼稚園教育振興事
業

学校教育課

幼稚園教育の振興を図るため、私立幼稚園
の設置者が当該幼稚園に在籍する園児の保
護者に対して入園料及び保育料の軽減を図
る。 また、園児の健康を増進し、幼稚園教育
の振興を図るため、町内に設置された私立幼
稚園の園長又は設置者が当該幼稚園に在籍
する園児を対象に健康診断を実施する場合
に補助を行う。
 
○宇治田原町私立幼稚園就園奨励費補助
事業
　私立幼稚園に在籍する園児の保護者に対
して、私立幼稚園を通じて、入園料及び保育
料の一部について補助を行う。

○第 3 子以降の保育料無償化補助事業
　平成 27 年度から第３子以降の幼稚園の保
育料を無料とする。ただし、19歳未満の児童
が 3 人以上いる世帯で、保護者の町民税所
得割額の合計が、211,200円以下の世帯にお
いて無償化するもの。

○宇治田原町私立幼稚園就園奨励費補助
事業
　町内の私立幼稚園（現状：うぐいす幼稚園）
に通園する幼児について、月額 5,000 円を補
助とする。
 
○宇治田原町内私立幼稚園健康診断補助
事業
　内科基本料 219,000 円及び人数割 1,000
円を補助、歯科基本料109,500 円及び人数
割 1,000 円を補助。

【補助件数】
・幼稚園就園奨励費
　　　　　3,473,400円（50件）
・町独自補助分
　　　　　 325,000円（9件）

・町内私立幼稚園
　健康診断補助金
　　　　　  462,000円  （1件）

・京都府第３子以降
  保育料無償化事業
               251,700円  （5件）
・私立幼稚園入園補助金事業
　　　　　500,000円　（10件）
・町内幼稚園給食費補助事業
　　　　　201,480円　（12件）
・施設等利用給付費
　　　　8,172,000円　（57件）
・預かり保育事業
　　　　　120,850円　（10件）
・副食費補足給付
　　　　　78,802円　（7件）
　うぐいす幼稚園入園児に対
する補助を手厚くしているが、
園児数に結びついていない。
・利用者支援事業等で、制度
周知の強化を図る。

Ｂ

教育の機会均等の理念に基づき、義務教育
を円滑に推進することを目的とし、経済的理
由により就学が困難と認められる児童の保護
者に対して、就学に必要な学用品等の経費
の一部を援助する。　　　　　　　　　　【補助内
容】
学用品費、通学用品費、校外活動費、新入
学児童・生徒学用品費、修学旅行費、学校給
食費、クラブ活動費、生徒会費、ＰＴＡ会費
※平成29年度より、クラブ活動費、生徒会
費、ＰＴＡ会費が新たに追加された。
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自己評価　Ａ：十分な取り組みと評価が認められる。
　　　　　　　Ｂ：概ね成果を認めることができる。
　　　　　　　Ｃ：取組みは認められるが、より成果を上げるための見直しが必要。
　　　　　　　Ｄ：取組みが不十分で成果が認められない。

Ⅴ．地域における子育て支援サービスの充実

（関連施策：地域子育て「つどいの広場」事業／親向け講座の充実／家庭教育講演会の実施／社会教育の推進）

事業名 担当課 成果・課題 自己
評価 今後の方向性 評価

地域子育て支援事
業 地域子育て

支援センター
（健康児童
課）

ファミリー・サポー
ト・センター事業

地域子育て
支援センター
（健康児童
課）

出産・子育てイベン
トスタンプラリー

地域子育て
支援センター
（健康児童
課）

＜センター利用人数＞
平成28年度　4,503人
平成29年度　5,282人
平成30年度　7,309人
令和元年度　5,816人

センターの周知、参加率向上
を目的として事業開始。元年
度は事業数を減らしたこととコ
ロナの影響もあり利用人数は
若干減ったものの、全体的に
は利用者は増加傾向にある。

B

スタンプを集めるこ
とを楽しみに来所さ
れていた人も多く、
参加率向上に一定
の役割を担ってい
た。
「事業の参加率向
上」という役目を果
たしたとして、終
了。

当該事業は終了したが、今後も幅
広く子育てイベントに関する周知を
図る。

＜地域子ども・子育て支援事業＞
妊婦、就学前の乳幼児及び保護者等を対象
に、地域子育て支援センターにおいて、親子
の広場等各種事業の開催や子育てサークル
への支援を行う。

町が主催する出産、子育てイベントの参加率
向上を目的とし、参加者にスタンプカードを配
布し、スタンプ数に応じて子育てグッズをプレ
ゼントする。
・地域子育て支援センター事業のあそびの広
場や図書館事業のおはなし会、保健センター
事業の食育広場など町が主催する子ども、子
育てイベントへの参加者に対しスタンプを押
印する。
・スタンプカードは宇治田原町在住の乳幼児・
小学校低学年・妊婦１人につき１枚を配布す
る。

充実させ、子育てのサポート体制の整備に努めます。

＜地域子ども・子育て支援事業＞
（地域子育て支援センター事業）
育児を手伝いたい方と、手助けをしてほしい
方の相互支援を行い、子育てのサポートを行
う。

事業内容

　　少子化・核家族化が進む中、夫婦ともに子育ての喜びや楽しみを共有させながら家庭を築いていく意識づくりを醸成するために、子育てを行う上での社会教育を

地域子ども・子育

て支援事業

地域子ども・子育

て支援事業

≪地域子育て

支援拠点事業≫

地域子ども・子育て支援事業の１３事業として

進捗状況の点検・評価済み

地域子ども・子育て支援事業の１３事業として

進捗状況の点検・評価済み
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自己評価　Ａ：十分な取り組みと評価が認められる。
　　　　　　　Ｂ：概ね成果を認めることができる。
　　　　　　　Ｃ：取組みは認められるが、より成果を上げるための見直しが必要。
　　　　　　　Ｄ：取組みが不十分で成果が認められない。

事業名 担当課 成果・課題 自己
評価 今後の方向性 評価

 保育充実事業
保育所

（健康児童
課）

〇保育所運営事業（R2.3現
在）
　0歳児　14名
　1歳児　25名
　2歳児　32名
　3歳児　46名
　4歳児　55名
　5歳児　35名
　　計　 207名

〇一時保育事業

　利用者数　　　　　37名
　延利用児童数　 256名
　延利用回数　　924回

B

年度当初の受入れ
児童数を勘案してク
ラス編成を工夫しな
がら、安全な保育を
継続して実施する。

今後も継続して実施する。

豊かな人間性を育
む保育所学び事業

保育所
（健康児童

課）

○講演会には事前に保護者
に参加を呼び掛け、保護者が
参加しやすいように保育参
観、交通教室と組み合わせて
実施することにより年々参加
率は上昇。
（参加率平均
H31:94% H30:79% H29:73%
H28:52%）
○自分が大切にされていると
感じることが他者への思いや
りの心に繋がるため、子ども
の自己肯定感を育てることは
重要である。どのように子ども
と関わるか保護者と共に考え
る良いきっかけとなった。

B

豊かな人間性を育
むには日々の積み
重ねが重要であり、
今後も継続して実
施する。

今後も継続して実施する。

事業内容

○保育所運営事業
保育所の円滑な運営と保育内容の充実を図
る。
・31年度保育日数　  291日（平日241日、土
曜日50日）
・開所時間　 7:00～19:00（平日・土曜日、時
間外保育・延長保育含む）
 
○一時保育事業
保護者等の育児疲れ解消、急病や勤務形態
の多様化等に伴う一時的な保育需要に対応
するため一時保育を実施。
（平  日）8:00～17:30の内    8時間まで
（土曜日） 8:00～11:45

保育所児及びその保護者を対象に思いやり
の心を育む場を定期的に提供。講演会、親
子遊び、人形劇、わらべ歌遊び、老人クラブ
交流等、年間１４回実施。
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自己評価　Ａ：十分な取り組みと評価が認められる。
　　　　　　　Ｂ：概ね成果を認めることができる。
　　　　　　　Ｃ：取組みは認められるが、より成果を上げるための見直しが必要。
　　　　　　　Ｄ：取組みが不十分で成果が認められない。

事業名 担当課 成果・課題 自己
評価 今後の方向性 評価

健康児童課
/保育所

○「病児・病後児型」平成２８年６月より利用
開始。
当面の急変は認められないが、病気の回復
期である児童で、集団生活が困難であり、保
護者の勤務等の都合により家庭で保育を行
うことができない児童の保育に対応するた
め、医療機関内に設備・体制の整えられた施
設での病児・病後児保育を近隣市町との広
域連携により実施することで、児童の健全な
育成環境の整備を図るとともに、保護者の子
育てと就労の両立を支援する。
・宇治徳洲会病院の病児等保育室「ひまわり
ルーム」を利用。
・一日あたり利用料は2,000円（所得税非課税
世帯は1,000円。生活保護世帯 ・市町村民税
非課税世帯は利用料免除：償還払いによる）
・別途昼食・おやつ代として300円が必要
・利用時間：月～金　7：00～19：00　土　7：00
～18：00
・日曜・休祝日・年末年始は休み

○「体調不良児型」平成２８年１０月事業開
始。
保育所に通所する児童で、保育中に熱を出
すなど「体調不良」となった児童に対し、保護
者が迎えに来るまでの間、看護師が緊急的
な対応を図り、安心かつ安全な保育体制を確
保する。また保育所に通所する児童に対し、
保育士と連携して児童の日々の健康状態を
把握し、必要に応じて保健的な対応等を図
る。
・病児保育室の整備　保育所内に専用の「病
児保育室」を整備し、専任看護師を配置。

事業内容

病児・病後児保
育事業

地域子ども・子育

て支援事業

地域子ども・子育て支援事業の１３事業として

進捗状況の点検・評価済み
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自己評価　Ａ：十分な取り組みと評価が認められる。
　　　　　　　Ｂ：概ね成果を認めることができる。
　　　　　　　Ｃ：取組みは認められるが、より成果を上げるための見直しが必要。
　　　　　　　Ｄ：取組みが不十分で成果が認められない。

Ⅰ．要保護児童などへの支援

（関連施策：学校教育の場における、心に関する子どもの支援／虐待に関する取り組みの強化）

Ⅱ．ひとり親家庭への支援

（関連施策：児童扶養手当等の各種助成制度についての情報提供）

Ⅲ．障がいのある子どもなど、特別な支援が必要な子どもへの支援

（関連施策：障がい児への一貫した支援体制の充実）

事業名 担当課 成果・課題 自己
評価 今後の方向性 評価

療育教室運営事業 健康児童課

【成果】　令和元年度から療育教室と
親子教室の2クラスの展開とし、より
多くの人に療育サービスを提供するこ
とができた。パンフレットも新たに作成
し、参加者が増えた。
　また、生活体験として公共交通機関
に乗車してサツマイモ掘りに行った
り、クッキングを実施したりなど、新た
な取り組みを行った。
実績（通所者数。見学者を含む）
・親子教室：実10名、延58名
・療育教室：実9名、延115名
【課題】　通所を希望する人が定員を
超えており、待機が出た。できるだけ
多くの人を受け入れられるよう工夫し
て（例えば欠席者が出た日に別の人
を入れるなどで）行ったが、人数が定
員を超えると安全の確保や丁寧に対
応することが難しかった。
　2クラスで行ったことにより、通所の
回数が少ないため、個々の課題が見
えにくかった。

B

課題となった回数
の少なさによる子ど
もの課題の見えにく
さを解消するため、
親子教室の回数を
1回増とする。

今後も継続して実施する。

基本目標２　子どもの最善の利益を実現する仕組みづくり

　障がいのある子どもに対しては、一人ひとりに応じた適切かつ切れ目のない一貫した支援の充実を図ります。

事業内容

　ひとり親家庭において、保育や日常生活に支障が生じないように、保育・教育・就業の面において、支援体制を整えます。

集団生活に適応困難な発達障がい児を早期
に発見するとともに、発達課題に応じた適切
な指導を行い、心身障がいの進行を未然に
防止する事業。１歳から５歳までの発達支援
を必要とする乳幼児及びその保護者を対象
に、自由遊び、親子遊び、課題設定（運動・感
覚・感触・製作など）、親ミーティングなどの母
子集団指導を実施。

りに応じた適切な支援・指導を進めます。

　児童虐待などにより、特に保護・支援を必要とする状況にある児童に対し、早期発見、迅速な対応、支援を行うため、要保護児童対策地域協議会において、一人ひと
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自己評価　Ａ：十分な取り組みと評価が認められる。
　　　　　　　Ｂ：概ね成果を認めることができる。
　　　　　　　Ｃ：取組みは認められるが、より成果を上げるための見直しが必要。
　　　　　　　Ｄ：取組みが不十分で成果が認められない。

事業名 担当課 成果・課題 自己
評価 今後の方向性 評価

特別支援教育充実
事業

学校教育課

○平成29年度までは、小学校
において特に配慮が必要な子
どもに対して、各校１人ずつ町
単費で補助教員を配置してい
たが、30年度からは田原小で
府費負担職員を配置できたこ
とから、町単費職員を中学校
にも配置することができた。

○補助教員が付きっきりで指
導しなければならないケース
もあり、必要不可欠な事業と
なっている。

Ｂ

一人一人の児童生
徒の実態に応じた
指導を図るため、今
後も継続して実施
する。

今後も継続して実施する。

通級指導教室運営
事業

学校教育課

〇通級指導教室について両
小学校の入学説明会で説明
したり、学校だより等で広報し
たりすることによって、保護者
の障害や通級指導について
の理解が深まり指導効果を上
げることができた。

〇保護者や学級担任だけで
なく、管理職や特別支援教育
コーディネーターとの報告・連
絡・相談体制を確立すること
によって、通級指導の成果と
課題共有し、その後の指導に
活かすことができた。

〇通級指導教室設置校では
授業時間内の通級による指
導、宇治田原小学校では保護
者送迎による放課後指導に指
導枠が限られており、個別の
教育的ニーズに応えられてい
るとは言えないため、今後、
巡回指導や指導枠の増設な
ど運営方法の工夫が求めら
れる。

Ｂ

児童の好ましい成
長発達のため、今
後も継続して実施
する。入級希望者
や入級の必要な児
童も多いことから、
引き続き宇治田原
小学校において開
設出来るよう京都
府に要望していく。

今後も継続して実施する。

事業内容

小中学校の通常学級等に在籍する発達障が
い（ＬＤ=学習障がい、ＡＤＨＤ=注意欠陥・多動
性障がい、高機能自閉症等）のある児童・生
徒に対して、適切な教育的支援や支援体制
の整備等を行うため、特別支援補助教員を
配置し、特別支援教育の充実を図る。

○「特別支援補助教員」の配置
発達障がいのある児童生徒に対して学校全
体が組織的、体系的に取り組む体制の充実
を図るため、宇小、維中に特別支援補助教員
を各１名を配置する。（田小には、特別支援
のための非常勤講師を配置）
 
○配置効果
特別支援教育コーディネーター活動（教育相
談や関係機関との連携等）の充実。 児童生
徒一人一人の指導計画・特別支援計画の作
成。状況に応じやきめ細やかな指導の推進・
実施。

小学校の通常学級等に在籍する言語障がい
や発達障がいの特性のある児童に対して、
学習上又は生活上の困難を改善・克服する
ため、本人の特性に応じた指導及び支援を
行う通級指導教室を平成28年9月に開設。

○田原小学校に設置。
○通級児童は令和２年２月現在、１８名（田原
小学校７名、宇治田原小学校１１名）
○田原小学校に担当教諭を１名配置
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自己評価　Ａ：十分な取り組みと評価が認められる。
　　　　　　　Ｂ：概ね成果を認めることができる。
　　　　　　　Ｃ：取組みは認められるが、より成果を上げるための見直しが必要。
　　　　　　　Ｄ：取組みが不十分で成果が認められない。

Ⅰ．生きる力を育む教育環境の充実

（関連施策：豊かな人間性を育む保育所学び事業／保育所・幼稚園・小学校・中学校の連携／社会教育関係団体への支援・育成／子どもの人権に関する理解の促進）

事業名 担当課 成果・課題 自己
評価 今後の方向性 評価

学力充実事業 学校教育課

○学んだことが身についてい
るか、学力診断テスト等を通じ
て確認し、個々の指導にも反
映させている。

○さらに、町独自に各校１人
ずつ補助教員を配置し、学校
全体の学習状況を把握して柔
軟な補助体制をとることによ
り、学力充実に努めている。

Ｂ

今後も継続して実
施する。短期間に
効果が表れる事業
ではないため、長期
にわたる事業実施
が必要である。

今後も継続して実施する。

　次世代を担う子どもたちが地域において様々な経験を通して心豊かに成長し、社会の変化の中で主体的に行き抜くために、知識・技能はもとより、学ぶ意欲・思考力・

表現力・問題解決力までも含めた確かな学力を身につけることができるよう、地域の教育環境を整備します。

事業内容

各種学力診断テストの実施結果を分析し、現状の
課題を見出し指導計画の改善に努めるとともに、テ
スト結果からわかる児童生徒一人ひとりの習熟度
に合わせたきめ細かい指導を実施し、児童生徒全
員の学力の充実・向上を図る。

○個に応じた指導の充実
    ・小・中学校に補助教員（各校１名）を配置
      小学校（算数を中心に指導補助）
      中学校（数学を中心に指導補助）
    ・少人数授業、習熟度別授業の実施
    ・特別支援を必要とする児童への個別指導
    ・放課後・長期休業中の個別指導
 
○学力診断テストの実施
    ・標準学力調査（小学校全学年：国・算）
　　・標準学力調査（中学校１年生：国・数・社・理・
英）
    ・京都府学力診断テスト　　小学校４年生（国・
算）、中学校１年生（国・数）、２年生（国・数・英）
    ・校内実力テスト　　中学校  ３年生（国・数・社・
理・英）
    ・全国学力・学習状況調査
　　　小学校  ６年生（国・算・理）、中学校  ３年生
（国・数・理）
 
○学力診断結果の活用
    ・学力テストの結果分析による授業改善
    ・各学校の分析・研究成果を学校間で共有し、
町全体の学力向上及び共通課題の解決を図る

○小・中学校の連携
    ・教育推進研究会活動の充実を図り、小・中で
の相互の授業実施を図る。

基本目標３　子どもの健やかな育ちを支える環境づくり
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自己評価　Ａ：十分な取り組みと評価が認められる。
　　　　　　　Ｂ：概ね成果を認めることができる。
　　　　　　　Ｃ：取組みは認められるが、より成果を上げるための見直しが必要。
　　　　　　　Ｄ：取組みが不十分で成果が認められない。

事業名 担当課 成果・課題 自己
評価 今後の方向性 評価

英語力向上推進事
業

学校教育課

○英検受験に向けた対策講
座を寺子屋「うじたわら学び
塾」の講座に取り入れ学習環
境の向上へつながった。参加
した生徒からも本番を想定し
た準備対策として役立ったと
の好評価を得た。

Ｂ

英語力向上に資す
る事業であるため、
今後も継続して実
施する。

今後も継続して実施する。

外国人青年招致事
業

学校教育課

○ＡＬＴ２名という体制により、
中学校だけでなく小学校や保
育所での英語指導も充実して
いる。

○寺子屋学び塾での小学生
を対象とした講座、中学校の
英検受験希望者の面接対策
等、活動の幅も広がっている

Ｂ

国際感覚を肌で感
じる貴重な機会で
あることから今後も
継続して実施する。

今後も継続して実施する。

寺子屋「うじたわら
学び塾」運営事業

学校教育課

○夏季・冬季の２開催で１５講
座を実施し、長期休暇中の児
童・生徒が前向きに学習に取
組む場を提供できた。

○講座内容の見直し、地元の
高校生や大学生のスッタッフ
を充実させていく仕組みづくり
が必要である。

Ｂ
今後も継続して実
施する。

今後も継続して実施する。

事業内容

生徒の英語への意識向上と英語活用能力の
向上のため、英語検定を実施。中学校卒業
までに３級合格を目指し、意欲を持って検定
試験に臨むことにより、日々の学習意欲を高
め、英語学力の向上と全ての教科学習への
意欲を高めるきっかけとする。

○ＡＬＴ２名体制を有効に活用した、外国青年
との交流により、国際感覚の習得を図る
○英語検定１～５級受験 （年１回の英語検定
受験費用を町が負担する）
○維孝館中学校全学年の生徒を対象とする

　教育環境の充実や郷土愛の醸成を図り、宇
治田原町独自の地域ぐるみ・町ぐるみによる
学びの向上を推進するため、町内在住の教
職員退職者や有識者及び次代を担う大学
生・高校生を積極的に活用することで、継続
的に人がつながっていく学びの場を創出す
る。
○夏・冬休みに講座を開設する。
　「英語」「漢字」「夏（冬）のまなび」を主な
テーマとして児童・生徒が意欲的、自主的に
学び方や考え方を学ぶことができる講座を行
う。
○運営協議会を年２回開催
　本町独自の学びの場を創出していくにあた
り、町内有識者等（４名）による運営協議会を
継続して設置し、効果的な事業となるよう第
三者的視点からの各種提言を求める。

国際化・情報化が進む中で、英語指導助手
（ＡＬＴ）を配置することにより、児童生徒が英
語や異文化に触れ国際理解・感覚を身につ
けグローバル社会への適応力を培う。

○英語指導助手（ＡＬＴ）を、24 年度までの 1
名から 25 年度以降は中学校に１名、小学
校・保育所等に１名、計２名を配置（中学校週
5日、小学校週4日、保育所等週1日） 。その
他生涯学習関連事業への参加。
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自己評価　Ａ：十分な取り組みと評価が認められる。
　　　　　　　Ｂ：概ね成果を認めることができる。
　　　　　　　Ｃ：取組みは認められるが、より成果を上げるための見直しが必要。
　　　　　　　Ｄ：取組みが不十分で成果が認められない。

事業名 担当課 成果・課題 自己
評価 今後の方向性 評価

小中一貫教育推進
事業

学校教育課

○専門部会において、開校に
向け具体的な方向性等を協
議することで、一定の推進を
図ることができた。

〇クリエイト会議の協議内容
を広報等にまとめ、保護者や
住民に理解していただけるよ
う努めた。

○小中一貫教育にかかる共
通認識を深めるため、町内小
中学校教員による協議や研
修などの取り組みを実施し
た。

Ｂ

取り組むべき課題
を整理し、解決を図
るための体制を確
立。また、小中一貫
教育のより具体的
な取り組み内容に
ついて研修する。

今後も継続して実施する。

学校の生活力向上
支援事業

学校教育課

○各小中学校ごとに、職員に
対し研修を実施し、ＱＵの結
果を活用できるような取り組
みを行った。

○今後も継続して実施し、長
期的視点での指導に活かして
いく。

○低学年児童はアンケートの
回答は困難と思われるため、
家庭との連携を連絡帳等で高
学年よりも密にしたり、授業で
は生活科、学活、道徳におい
て人との円滑な関わり方、自
分の思いの伝え方を学んだり
した。

Ｂ

低学年児童に対し
ての取り組みを検
討しつつ、今後も継
続して実施する。

今後も継続して実施する。

事業内容

小学校、中学校の義務教育９年間の一貫教
育の推進

○小中一貫教育の推進
　維孝館学園クリエイト会議を立ち上げ、「教
育制度」「通学」「地域・広報」の３つの部会を
立ち上げ、様々な検討課題を協議する。

○中学校教員による小学校授業の実施に伴
う後補充教員を配置
  「小中一貫教育推進」の核となるべき中学
校教員による小学校での授業（外国語活動、
音楽）を充実させるため、後補充教員を配置
する。

○小中学校における研究推進
　他市町の先進事例を研究し、さらなる推進
を図る。

町内小・中学校の児童生徒が楽しく安定した
学校生活を送れるようにするため、ＱＵ（楽し
い学校生活を送るためのアンケート）を実施
し、学級集団の状態や、子ども一人一人の意
欲・満足感などの調査結果をもとに、「いじ
め」や「不登校」等についての状況把握や指
導の充実を図る。
※ＱＵ（楽しい学校生活を送るためのアン
ケート）    子どもたちの学校生活における満
足度と意欲、学級の状況を調べることのでき
る質問紙で、一人一人のデータから、不登校
になる可能性の高い子ども、いじめを受けて
いる可能性の高い子ども、学校生活の意欲
が低下している子どもなどを発見し、早期対
応につなげる。
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自己評価　Ａ：十分な取り組みと評価が認められる。
　　　　　　　Ｂ：概ね成果を認めることができる。
　　　　　　　Ｃ：取組みは認められるが、より成果を上げるための見直しが必要。
　　　　　　　Ｄ：取組みが不十分で成果が認められない。

事業名 担当課 成果・課題 自己
評価 今後の方向性 評価

中学生ふれあいサ
ポーター配置事業

学校教育課

校内巡回を行って子どもたち
を見守り、教室に入って声掛
けをするなど、日々の関わり
の中で子どもたちの心の安定
に寄与し信頼関係を築いてい
る。

Ｂ
今後も継続して実
施する。

今後も継続して実施する。

ソーシャルスキルト
レーニング事業

健康児童課

【成果】
・実施期間：令和元年5月～令
和2年2月
・回数：2クラスに対して各クラ
ス5回ずつ隔月に1回で、計10
回
・人数：実54名
・効果検証：実施前後に保護
者と保育者を対象に質問紙を
配布して回答を得た。結果は
統計で解析し、現在作成中。
【課題】
　2か月に1回の実施であった
ためスタッフも子どもたちもメ
ンバーや内容を覚えておくこと
が難しく、回数も多かったので
スタッフの負担が大きかった。
　初めての取り組みなので、
先に実施するクラスはスタッフ
も初めてであったため、段取り
が上手くいかないこともあった
ので、クラスによって差があっ
た。

B

　令和2年度は親子
教室の回数を増や
したことと、隔月に1
回の実施の課題を
解消するために、夏
の2か月間に毎週
実施し、集中して取
り組むこととする。

今後も継続して実施する。

校内において「あいさつ・声かけ」など保護者
や先生だけでなく第三者の大人が身近に関
わることで生徒が授業に集中でき、充実した
学校生活を送れるように、ふれあいサポー
ターを配置する。
○学校等と連携を図りながら、校内を巡回す
るなどして生徒たちの見守り支援活動を実施
・「あいさつ・声かけ」や見守り活動　週３日
１日４時間程度

宇治田原町立保育所の年長児に対して、就
学に向けた学習の基本的な構えや集団生活
を上手に営んでいくための技能を形成し、幼
児の社会性や自尊心の向上を図ることを目
的に、意図的・計画的な遊びによるトレーニン
グを実施。

事業内容
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自己評価　Ａ：十分な取り組みと評価が認められる。
　　　　　　　Ｂ：概ね成果を認めることができる。
　　　　　　　Ｃ：取組みは認められるが、より成果を上げるための見直しが必要。
　　　　　　　Ｄ：取組みが不十分で成果が認められない。

○子どもの個性と創造力を伸ばす機会の充実

（関連施策：「こども司書」育成事業／子ども向けプログラム活動者の発掘・育成／学社連携事業の推進／宇治田原の環境を活かした自然体験プログラムの充実）

事業名 担当課 成果・課題 自己
評価 今後の方向性 評価

もうすぐ１年生
保育所体育教室実
施事業

保育所
（健康児童

課）

○体育指導の専門家によ
る楽しい体育遊びを通じ
て、運動能力を体得し、就
学後の体育の授業へのス
ムーズな移行を図ることが
できた。
○体育教室実施回数
H28：12回　H29：16回
H30：16回
H31：16回

B

幼少期に様々な運
動を経験することは
児童自身の成長に
寄与するところが大
きいため、今後も継
続して実施する。

今後も継続して実施する。

茶の里っ子を育む
学習事業

学校教育課

○地域の様々な分野、様々な
世代の方々に協力いただき、
お茶等に関する学習に取り組
んでいる。

○事業内容は各学校におい
て恒例行事として定着してお
り、地域の文化を知り、関心を
持つ良い機会となっている。

○茶摘み後の加工や、茶園
の維持管理に協力していただ
ける事業者が減っており、費
用の増額は避けられない時期
に来ている。

B

本町の文化や風習
を学ぶための重要
な機会であるため、
協力事業者の確保
や茶園維持のため
に必要な予算の確
保に努め、継続して
実施する。

今後も継続して実施する。

 「日本緑茶発祥の地」である宇治田原町の
子どもたちに、お茶等に関する学習を小学校
時から系統的に実施することにより、町の伝
統文化や産業、食育に関する知識を高め、宇
治田原に誇りと愛着心を持つ子どもたちを育
成する。

○小学校1～4年
　茶摘み体験（毎年）、古老柿作り、郷土の歴
史（永谷宗円の功績など）

○小学校5～6年
　茶摘み体験（毎年）、おいしいお茶の入れ
方、茶園の手入れ（除草、施肥など）、茶道ク
ラブ（選択）
 
○中学校1～3年
　伝統文化調べ学習、伝統文化体験、煎茶、
抹茶、茶を使った料理、茶香服体験、伝統的
な郷土料理
※伝統文化に関する授業は、総合学習・社会
科・家庭科・選択授業などの時間を有効に活
用して実施。

※系統的な学習を推進するため、町独自の
お茶検定テストを実施。

この町だからできるきめ細やかで手厚い
保育の推進を目的とし、町立保育所に通
所する児童を対象に、体育指導の専門
家により、就学前に体得しておきたい運
動能力等を、楽しい体育遊びを通じて指
導してもらう機会を与えることにより、就
学後の体育の授業へのスムーズな移行
や、子どもの身体能力の向上を図る。
・５歳児を対象に、年間１６回の体育教室
を実施
・内容：跳び箱、マット運動、プール遊び、
鉄棒、ボール運動等

　子どもたちが様々な学びや遊び、スポーツなどを通じて、喜びや楽しさを体験するとともに、仲間との連携や友情を育て、その過程の中で協調性や創造性、また「ふる

さと宇治田原」への郷土愛を育むため、各種事業の実施や団体の活動を支援します。

事業内容
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自己評価　Ａ：十分な取り組みと評価が認められる。
　　　　　　　Ｂ：概ね成果を認めることができる。
　　　　　　　Ｃ：取組みは認められるが、より成果を上げるための見直しが必要。
　　　　　　　Ｄ：取組みが不十分で成果が認められない。

事業名 担当課 成果・課題 自己
評価 今後の方向性 評価

本に親しみ豊かな
心を育む図書整備
事業

学校教育課

○各校図書室に司書を1名ず
つ配置しており、図書室の充
実、読書活動の推進に寄与し
ている。

○蔵書率１００％を超えたもの
の、発刊年の古い本も含まれ
ており、内容の更新について
引き続き取り組みが必要であ
る。

B

読書を習慣づける
ためにも必要かつ
効果的な事業であ
り、今後も継続して
実施する。

今後も継続して実施する。

こんにちは赤ちゃ
ん絵本（ブックス
タート）事業

社会教育課

○乳児後期健康相談（生後8
～10か月児が対象。R1 4回
実施）の参加親子42組に実
施。

〇検診の待ち時間を利用し
て、実施している。多くの親子
に関心を持ってもらえ、その後
の図書館利用にもつながる結
果となった。

〇検診の込み具合等により、
説明が不十分になる親子も一
部あったため、健康相談のブ
ログラムのひとつとして参加し
てもらえるのが望ましい。

A

今後も継続して実
施するものの、内容
については、検討し
ていく。

今後も継続して実施する。

乳幼児と保護者が心ふれあうひとときである
絵本の読み聞かせ。その時間を有意義に送
ることができるよう、読み聞かせのコツを伝
え、絵本等（ファーストブック）をプレゼントする
ことで、乳幼児期から本に親しむ機会を増や
し、豊かな心の育成に繋げる。
・実施方法　乳児後期健康相談（生後8～10
か月児が対象）において、参加している親子
一組ごとに、図書館司書やボランティアが絵
本の読み聞かせを行う。
・読み聞かせの方法や本に親しむ大切さを保
護者に働きかけ、図書館利用のＰＲも併せて
行う。
・ファーストブックとして数種類の絵本の中か
ら１冊選んでもらい、プレゼントする。

学校図書の蔵書の充実を図り、児童一人ひ
とりが読書に親しみやすい環境を創造するこ
とを目的に、学校図書室に司書等を配置し、
児童の読書活動を促進するとともに、国語の
学習力の向上を図る。

○学校の図書室に司書を配置
　各小学校の図書室に司書資格を有する者１
名（計２名）、中学校の図書室にも司書資格を
有する者１名を配置する。

○学校図書購入
　学校図書整備基金（H26～H30）を活用して
図書標準率を充足できる環境は終了したが、
継続的に予算を確保し、学校図書の充実に
努める。
〈参  考〉
学校図書室図書標準率（令和元年度末時
点）
・田 原 小 学 校・・・ 11１％
・宇治田原小学校・・・１２０％
・維孝館中学校 ・・・ １００％
※ 学校図書室図書標準＝学級数に応じて学
校図書室に整備すべき蔵書の標準

事業内容
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自己評価　Ａ：十分な取り組みと評価が認められる。
　　　　　　　Ｂ：概ね成果を認めることができる。
　　　　　　　Ｃ：取組みは認められるが、より成果を上げるための見直しが必要。
　　　　　　　Ｄ：取組みが不十分で成果が認められない。

Ⅱ．子どもの居場所づくり

事業名 担当課 成果・課題 自己
評価 今後の方向性 評価

放課後子ども教室
推進事業

社会教育課

〇ボランティアスタッフの高齢化
が進んでおり、辞められる方も増
えている。また、新規のボランティ
アスタッフの確保が難しく、年々ボ
ランティア数が減ってきている。
〇参加児童については、平成30
年度まで、放課後児童（元気っ子
クラブ）でも参加の声かけ等の実
施の結果、年々増加傾向にあっ
た。
〇ボランティア数の減と参加児童
の増から子供の安心安全な居場
所づくりが難しいと判断し令和元
年度から下記のとおり事業規模を
縮小して実施。
・定員（H30まで無制限）
　1～3年生：30人
　4～6年生：5人
・開催日数（H30まで毎週水曜、年
24回）
　各小学校月1回、年7回
※新型コロナウィルスの感染防止
のため、3月分（1回）中止
〇参加児童の定員・開催日数の
減があったものの、昨年度より落
ち着いて実施できたことにより、続
けて参加している児童に、以前よ
り楽しかった、時間が長く感じたな
ど好評だった。

B

〇継続して事業実
施していけるよう、
新規ボランティアス
タッフの人材確保・
育成を図っていく。
〇令和元年度の実
施状況を踏まえて
下記のとおり定員を
増加して実施。
・定員
　1～3年：35人
　4～6年：5人
・開催日数
　各小学校月1回
　年8回

今後も継続して実施する。

子どもを取り巻く環境の変化や家庭及び地域
の子育て機能・教育力の低下が指摘される
中、放課後に子どもたちが安全で安心して健
やかに育まれる居場所をつくり、地域住民の
参画を得て、スポーツや文化体験活動等の
取り組みを実施する。

○設置場所：田原小、宇治田原小（各１教室）
○対象児童：町内小学校に在籍するすべて
の児童（定員あり）
○開設日：毎月指定する日14:30～16:00  ※
長期休業日は除く
○活動内容：宿題等の学習、スポーツ、文化
活動、地域ボランティアとの交流など
※放課後児童（元気っ子クラブ）と連携し
て実施
 
〔令和元年度の主な活動内容〕
 ・地域ボランティア等による学習や体験
活動、プラバン作り、ミニバスケットなど
スポーツ教室・京都府特別講師派遣事
業を活用した紙ヒコーキ作り・社会教育
委員や文協加盟サークルによる体験活
動

　家庭の形態が多様化し、ひとり親家庭・核家族での共働き家庭が増加している中、仕事を持つ保護者の仕事と子育ての両立支援に向け、「放課後子ども総合プラン」

を踏まえて、放課後の子どもの居場所の確保の充実に努めます。

事業内容
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自己評価　Ａ：十分な取り組みと評価が認められる。
　　　　　　　Ｂ：概ね成果を認めることができる。
　　　　　　　Ｃ：取組みは認められるが、より成果を上げるための見直しが必要。
　　　　　　　Ｄ：取組みが不十分で成果が認められない。

事業名 担当課 成果・課題 自己
評価 今後の方向性 評価

放課後児童健全育
成事業

社会教育課

保護者が労働等により昼間家庭にいない児
童に対し、遊びや生活の場を提供することに
より、その健全な育成を図る。
〈施  設〉
  田原児童育成施設（２支援）
  宇治田原児童育成施設
〈対象児童〉
  町内小学校に在籍する小学生で下記に該
当する児童
・保護者が労働等により昼間不在となるた
め、家庭での必要な保護が受けられない児
童
・保護者が疾病又は出産その他やむを得な
い事情により、家庭での必要な保護が受けら
れない児童
・その他、教育長が保護を認める児童

 〈開設時間〉
  　○平日：下校時～１８時３０分
    ○土曜（※）・長期休業期間：
　　　　　　　７時３０分～１８時３０分
　　　 ※土曜は田原・宇治田原合同開設

事業内容

地域子ども・子育

て支援事業

地域子ども・子育て支援事業の１３事業として

進捗状況の点検・評価済み
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自己評価　Ａ：十分な取り組みと評価が認められる。
　　　　　　　Ｂ：概ね成果を認めることができる。
　　　　　　　Ｃ：取組みは認められるが、より成果を上げるための見直しが必要。
　　　　　　　Ｄ：取組みが不十分で成果が認められない。

Ⅰ．多様な保育サービスの充実

Ⅱ．ワーク・ライフ・バランスの推進

（関連施策：ワーク・ライフ・バランスの推進／育児休業制度の定着促進／病児の監護環境の保障）

Ⅲ．男女が協力し合う家庭づくり

（関連施策：育児休業取得などについての意識啓発）

事業名 担当課 成果・課題 自己
評価 今後の方向性 評価

「パパママハッピー
プロジェクト」子育
て家庭応援事業

地域子育て
支援センター
（健康児童
課）

◯「子とひととき離れる時間が
欲しい」との声も多く、主として
「保育ルーム付きの講座」を
展開。参加者からは「離れて
みて改めて子どもが可愛く思
えた」「気持ちがリフレッシュで
き、また子育てを頑張ろうと思
えた」という声もいただいた。
◯「パパと待つ保育ルーム」
等、子どもとの関わり方の分
からない父親に「パパと待つ
保育ルーム」などにより育児
参加のきっかけとなる機会を
提供した。「妊婦さんとその
パートナー」と「子育て中の父
親」が交流する機会も試み
た。体験談が聞けたと概ね好
評をいただいた。
◯新型コロナウイルスの影響
により、行動の自粛・保護者
の就労等子育て家庭を取り巻
く状況は厳しさを増している。
求められる支援を把握するた
め、子育て家庭から丁寧に話
を聞くことが求められていると
考える。

A

◯育児に母親のみ
ならず父親・祖父
母・地域の方を巻き
込み子育てを応援
していけるような機
会を提供していく。
◯妊婦とそのパート
ナーにも、子育てに
希望や楽しみを持
てるような事業も考
えていきたい。

今後も継続して実施する。

基本目標４　仕事と子育ての両立を支援する仕組みづくり

　地域子ども・子育て支援事業について、サービス提供内容の充実化を図ります。

事業内容

　（関連施策：時間外保育事業／放課後児童健全育成事業／子育て短期支援事業／地域子育て支援拠点事業／一時預かり事業／病児・病後児保育事業／
　ファミリー・サポート・センター事業／妊婦健康診査事業／乳児家庭全戸訪問事業／養育支援訪問事業／利用者支援事業）

従来の「みんなで子育て孫育て事業」「パパ
の子育て応援事業」を統合・継承し、「親が子
育てに幸せを感じられたら子どもも幸せ」とい
う理念の元、事業展開。

○「ノーバディズ・パーフェクト・プログラム」子
育て講座（8回）
○「安心感の輪」子育て講座（4回）
○町老連共催　お茶会
○「ふなと井戸端会議」（６回）
○町老連共催　お茶会
○護身術
○ママヨガ教室等

・事業実施　16回
（新型コロナウイルスの影響により、全17回
中１回中止）
・事業参加人数　計238人

　ワーク・ライフ・バランスを実現していく上で、母親である女性だけではなく、父親である男性との協力が不可欠なことから、男女がともに育児休業を取得することの実

現に向け、企業などへの働きかけを図ります。

できるよう、地域全体で仕事と生活の双方の調和が実現できる環境づくりに努めます。

　全ての子どもを持つ家庭において、仕事上の責任を果たす一方で、子育ての時間や、家庭、地域、自己啓発などのために個人の時間を持てる健康で豊かな生活が
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自己評価　Ａ：十分な取り組みと評価が認められる。
　　　　　　　Ｂ：概ね成果を認めることができる。
　　　　　　　Ｃ：取組みは認められるが、より成果を上げるための見直しが必要。
　　　　　　　Ｄ：取組みが不十分で成果が認められない。

Ⅰ．安心・安全な生活環境の整備

（関連施策：地域で子どもを見守る推進活動事業／子どもの主体的な防犯・安全意識の形成／「こども110番の家」の認知促進／大人の安全意識の改革）

事業名 担当課 成果・課題 自己
評価 今後の方向性 評価

児童遊園整備等事
業

建設環境課

○老朽化等による更新が必
要な遊具について、平成27年
度より計画的に更新してい
る。
○尾華児童遊園において、安
全に利用できるよう遊具の塗
装塗替えを行った。
○辻出児童遊園に新たにベン
チを設置し、休憩できる場を
設けた。
○遊具の安全領域を考え、公
園へ設置する遊具を考える必
要がある。
○老朽化した遊具の更新及
び廃止や人口減・少子化によ
る利用率の低下等により、公
園の統廃合を検討する必要
がある。

Ｂ

保守点検による結
果に基づき、計画
的に遊具の修繕・
更新を行い、適正
に管理する。

今後も継続して実施する。

Ⅱ．子どもの遊び場・子育て家庭の交流の場の整備

（関連施策：子育て支援センターを核にした子育て支援の充実／子育て世帯の主体的活動の推進）

Ⅲ．子どもと子育て家庭を応援する地域づくり

Ⅳ．子育てネットワークづくり

基本目標５　子どもが安心・安全に過ごせるまちづくり

　子どもが安心・安全に通所・通学し、地域で遊ぶことができるように、ハード面での施設や設備の整備・充実を図るとともに、地域ぐるみで防犯体制を整え、ソフト面で

　子育て中の家庭を地域全体で支援する上で、保護者同士、あるいは住民同士が交流する場を持つことで、互いに支え合いながら、楽しく地域で過ごすことができるよ

うな環境整備に努めます。

も充実化を図ります。

　各施策を実施する上で、保育・教育・医療・防犯などに関わる全ての関係者のネットワーク、さらに子育て家庭同士によるネットワークが、それぞれに関連する情報を

共有し、また双方が連携することで、地域内のきめ細かなネットワークが実現でき、地域力の向上が見込まれるため、一層の情報共有の促進と意識の啓発に努めます。

　性別・年齢に関わらず、地域の人々と子どもや子育て家庭と交流できる場を創造することで、次代の宝である子どもへの認識を再確認し、自然と支え合う環境が生ま

れるよう環境整備に努めます。

子育てしやすい環境を守るとともに、子どもた
ちが地域で安心して遊ぶことができるよう、児
童遊園の適切な管理及び整備を図る。
○遊具の保守点検
○適切な修繕工事の実施
※平成２６年度まで、区・自治会が行ってきた
児童遊園整備事業に対して補助してきたが、
町が管理及び整備を図ることとし、事業実施
にあたっては、区・自治会との相談・協力のも
と進めることを基本とする。

【令和元年度児童遊園整備箇所】
・尾華児童遊園
※遊具塗装塗替え
・辻出児童遊園
※ベンチを追加　１台
・富ノ門児童公園
※老朽化したベンチを一部取替　１台

事業内容

（関連施策：子ども向けプログラム活動者の発掘・育成／中高生ふれあい保育体験）
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